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名護市民投票にみる新聞の解釈枠組み（比嘉）

名護市民投票にみる新聞の解釈枠組み
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はじめに

マス・メディアが世論形成に及ぼす影響を考察するにあたって、世論形

成の前段階として、社会に関する受け手の認知環境の形成を扱う研究が19

70年以降増えている。マス・メディアの争点顕出性が受け手の認知面での

争点顕出に影響を及ぼすという、マコームズとショーの「議題設定仮説｣(!)は

その代表ともいえる。マコームズらは、ある争点についてマス・メディア

がどう述べているかではなく、何を争点として取り上げたかを問題にして、

価値ある知見を得たわけだが、内容について問わないことが逆に受け手の

認知への影響を解明する際の姪桔となるのではと懸念される。マス・メディ

アの扱いかたが事象への受け手の認知を方向づける可能性は否定できない。

本稿では基本的アイディアを「議題設定仮説」に依りながらも、クリティ

カル・ディスコース分析の手法(2)を援用して、９７年に沖縄県名謹市で行

われた市民投票(3)に関する新聞の内容分析を行い、紙面に表れた、事象

に対する送り手の解釈枠組み（フレーム）について考察する。これはある

事象に対する紙上での言及が、受け手の環境認知に影響を及ぼすという仮

定にたっての分析であるが、箪者の力不足のため、受け手分析までは至ら

なかった。しかし、研究の視座に「議題設定」のほか、Gerbnerのメッセー

ジ・システム分析(いもふくまれていることを付け加えておきたい。

１市民投票における議題設定

本稿では名謹市における住民投票に関する報道について論じるが、議題

設定仮説はそもそも米大統領選挙の際のマス・メディアの争点設定を扱っ

たものであった。選挙は人を選ぶわけだが、その時々により政治的争点は
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異なり、多岐にわたる争点のうちいずれをマス・メディアが重視するかが

問題となる。しかし、住民投票はすでに主題となる争点が定められており、

その特定の争点に対する賛否を問うものである。従って、主題争点が内包

する争点のどれにマス・メディアが着目し、報道するかということが問題

となり、選挙に比べて投票の意思決定と直接関わる争点への言及が研究対

象となる。名護市の市民投票を例にあげれば海上ヘリ基地の建設への賛否

を問うという主題争点には、それについて有権者が態度決定するのに必要

な複数の構造的争点ともいえるものが論理上存在する。それらは「軍事基

地の存在そのものを認めるか否か」という争点や、「自然環境保護と開発」

｢地域振興のあり方」「日米安全保障」「騒音や事故への対策」など、さ

まざまなレベルで存在する。争点＝議題が「公衆の思考や議論の種となる

｣(`)ものを指すならば、これら構造的争点こそ、主題争点に対する態度を

決定する要因となる争点といえよう。（`）

２見出しの内容分析

（１）分析の目的

本稿では海上ヘリ基地における争点の顕出性を量的に分析するのではな

く、従来の議題設定とは異なった観点から新聞の内容分析を行う。海上ヘ

リ基地や市民投票に関するストレートニュース（事実関係を伝える記事）

の見出しに着目し、見出しに現れる行為者、見出しの言説形態、掲載面に

よる行為者、言説形態の相違を明らかにする。また、言説(7)を分析する

ことにより、それぞれの争点や事象に対するメディアフレーム（ニュース

の送り手の解釈枠組み）も解明したい。

（２）なぜ見出しを分析するのか

新聞記事は一般に「逆ピラミッド型」であるといわれる。記事内容の要

点を先に述べて、詳細を後述する「アンチクライマックス型」のことだが、

この逆ピラミッドの底辺にあたるのが見出しである。整理部記者は11文字

程度に記事を要約し、読者に内容を把握させるわけだが、その際、記事の
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中にある主題を見出すという、ある種、ゲートキーパー的役割を担う。だ

が、Whiteがいうゲートキーパーが記事の取捨選択を行うのに対し、見出

しをつける整理部記者もしくは編集幹部は、より自らの価値観を反映する

ことが可能だとういう意味でより能動的といえよう。

社説と異なり、ストレートニュースは客観的な事実を提示するという素

朴な見解もあるが、それはあり得ないと言わざるを得ない。取材すべき事

象の選択から、取材過程における情報の取捨選択、記者の文章表現、デス

クによる選択などあらゆる段階で、「ニュースとなる事象」は人間という

｢主観を持った存在」により、選択され、加工されて読者に再提示される。

それぞれの段階で記者が行う選択は個人の思想や信条に基づくというより

職業的要請により、ニュースバリューを勘案して行われるのであろうが、

それも既存のニュースフレームを内面化させた一種の「主観」といえなく

もない。

マコームズらは主要な政治的要素の顕出性（salience）の知覚に影響を

与えるマス・メディアの影響力を問題にしたが、それに関して次のように

述べている。

「ジャーナリストは、受け手に伝えるべき少数の項目を選び出さなけれ

ばならない。ジャーナリズムのこうした慣行の副産物として、受け手の意

識の中に、ニュース内でどういう要素が顕出的であるか（際立っているか）

についての知覚が形成されていく。」（８）

また、ジャーナリストは事象を選択するだけでなく、特に新聞等の活字

メディアに顕著だが、事象を「言葉」で再構成し、読者に提示しなければ

ならない。それは「言葉」による現象界の切り取りともいえる。この過程

に対してはカルチュラル・スタディズの問題意識を参考にしたい。カルチュ

ラル・スタディズのコミュニケーション研究は主に意味の構築に向けられ

ており、どのようにして特定の表現形態を通して意味の構築がなされるの

か、そしてどのようにして継続的にnegotiateがなされ脱構築されるのか

を問題としている。(，）
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本稿で分析単位としてストレートニュースの見出しを扱うのは、次の理

由による。

１．解説記事や企画連載記事よりもストレートニュースは事実を伝えて

いると一般に考えられている。そのため、仮にストレートニュース

に送り手の価値観が反映されているとすれば、読者の社会環境の認

知に与える影響は大きい。

２．見出しは記事内容を一言で表すものであり、その要約過程には送り

手の価値観や問題意識が反映されやすい。

３．読者はまず見出しに目を通してから記事を読むため、記事内容に対

して先に解釈の方向づけをされてしまう。

（３）名護市民投票とは

分析結果を述べる前に、名護市民投票に至る経過を概観し、社会的コン

テキストを把握しておきたい。

1997年12月21日、沖縄県名護市において米軍の海上ヘリ基地建設に関する

市民投票が行われた。正式には「名護市における米軍のヘリポート基地建

設の是非を問う市民投票に関する条例」に基づく住民投票である。そもそ

も、９５年４月に発生した米兵の暴行事件による反基地世論の「追い風」を

うけ、大田昌秀沖縄県知事が軍用地強制使用のための代理署名を拒否した

ことに端を発する。その後の流れを簡単に追うと、まず、村山富市首相

(当時）が職務執行命令訴訟を提起し、いわゆる「代理署名訴訟」が始ま

る。９６年３月に高裁で知事は敗訴し、最高裁に上告（８月に棄却される）。

４月に橋本首相とモンデール米駐日大使が普天間基地の返還合意を発表す

る。翌月の９月８日に全国で初めて県レベルでの住民投票が行われ、５９％

の投票率で「米軍基地の整理・縮小と地位協定の見直し」に賛成が89％と

いう結果となる。

県民投票から５日後に知事は軍用地強制使用の「公告・縦覧代行」受け

入れを発表。普天間基地の移設先として県内各地が候補地として挙がって

いたが、１１月になって名護市のキャンプシュワプ沖に海上基地を建設する
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案が有力となる。当初、名護市は市長を先頭に、移設反対を表明していた
が、９７年４月に市長が事前調査の受け入れを容認する。

このように名護市辺野古への移設の可能性が高まるなか、基地移設に反

対する住民が市民投票を計画し、１万９千人余の署名を集め、市民投票条

例制定を名護市に求めた。原案は海上基地に賛成・反対の二者択一で投票
を行うというものであったが、比嘉鉄也名護市長は四者択一へ修正する意

見書をつけて市議会へ提出し、議会はこれを可決した。修正案は賛成・反

対それぞれの理由を加えたもので、次の選択肢で投票が行われた。（カッ
コ内は得票率。投票総数31,477票・投票率82.45％）

①賛成（8.13％）

②環境対策や経済効果が期待できるので賛成（37.18％）
③反対（51.63％）

④環境対策や経済効果が期待で期待できないので反対（1.22％）

条件付きをふくめて、賛成が45.3％、反対が52.85％と反対票が上回っ

たが、１２月24日に比嘉市長は首相官邸で基地受け入れと辞任を橋本首相

に表明する。辞任に伴う市長選挙が、海上基地を再び問う「市民投票の

第２ラウンド」ともいわれた。投票２日前の98年２月６日、これまで態

度を明確にしていなかった大田知事が海上基地建設反対を表明する。選

挙は賛成派が推す比嘉建男氏（名護市助役）が社会党県議の玉城義和氏

を115螺差で破り、当選。岸本新市長は海上基地建設に関しては知事の

判断に従い、以後は国と県の問題であるとの認識を示した。

（４）分析方法

見出し分析の対象にしたのは『琉球新報」と『沖縄タイムス』二紙の朝

刊と夕刊で、市民投票が行われた12月の市民投票・海上基地に関連するス

トレートニュースに限って、見出しの言説、形態、アクターについて分析

を行った。目的に基いて今回除いた記事は、解説記事、企画連載記事、識

者による評論である。また、住民の声や政党代表者のコメント等がそれぞ

れ20行程度で集合的に掲載されているものも除いた。それ以外は一段で扱
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われる20行程度の短い記事、いわゆるべ夕記事も全て分析対象とした。対

象記事数は『琉球新報』が306件、『沖縄タイムス』が286件である。

見出しの言説（主見出しと脇見出し二件まで）の他に、見出しの大きさ

(段）、掲載面、見出し語の形態（事実か、評価か）、見出しのアクター

(行為者）を分析カテゴリーとし、個々の記事ついてコーディングし、集

計した。

見出し語の形態はひとつの記事に複数の見出しがある場合は大見出しを

対象とし、次の４つに分類した。

１．事実：客観的に観察可能な事実を述べたもの。例えば｢村岡長官きょ

う来県」「ゆいま－る運動開始」「政府の介入やめよと要望」など。

２．発言：ある人物の発言をカギ括弧で直接引用したもの。例えば「態

度表明、適切でない」（知事）、「国が手形切ってくれた」（名護

市長）など。

３．発言要旨：ある人物の発言を直接ではなく、ある程度要約したもの。

例えば「普天間より危険度低い／賛成派」「騒音問題はクリア／試

験飛行で防衛事務次官」など

４．評価：ある事象への評価を含んだ言及や予測。例えば「あの手この

手の説得作戦」「心に溝、重い決断」「基地問題新たな局面へ」な

ど。

見出しのアクターは見出しに現れた発言者や行動主体を指し、次の13に

分類した。

１．政府関係者（首相、閣僚、各省庁関係者、米国政府関係者など）

２．沖縄県関係者（知事、県幹部、県庁職員など）

３．政党関係者

４．沖縄県議会議員

５．名護市関係者（市長、市幹部、市役所職員など）

６．名護市議会議員

７．ヘリ基地に賛成する市民団体（ヘリ基地移設に賛成する目的で組織

された市民団体。名護市活性化促進市民の会など）
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８．ヘリ基地に反対する市民団体（ヘリ基地移設に反対する目的で組織

された市民団体。海上ヘリ基地建設反対･平和と名護市政民主化を

もとめる協議会など）

９．その他市民団体（１フィートの会

１０．団体（商工会、反戦地主会、高教組など）

１１．その他（宜野湾以外の市町村関係者、高校生、マスメディアなど）

１２．賛成派・反対派双方の市民団体のセット（７，８のセット）

アクターの存在しない見出しは非該当として処理した。例えば、自社が

行った世論調査の結果や、状況の描写や評価などである。

（５）分析結果

①量的分析

ａ．見出しの形態

見出しの形態は両紙とも同じような傾向にあり、形態２（発言の直接引

用）がほかと比べると少ないものの、形態１（事実）、３（発言の要約）、

４（評価）に極端な量的差はない。形態２を３を「発言」でまとめると、

図１形態

５
０
５
０
５
０
５
０

３
３
２
２
１
１

次

厩

事実直接発言意見・態評価を含

度む言説
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図２－１形態（４段以下）
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０
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４
４
３
３
２
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１
１

次

菰

事実直接発言意見・態評価を含

度む言説

図２－２形態（５段以上）

０
０
０
０
０
０
０
０

７
６
５
４
３
２
１

次

匪

事実直接発言意見・態評価を含

度む言説

『沖縄タイムス』はすべての形態が３割りづつと均等となり、『琉ili新報』

は「発言」が４割と最も多くなる。

これを見出しの大きさ別にみると（図２）のようになる。１段から４段

までの見出しを小さめの見出し、５段以上を大きめの見出しと悪意的に二
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分してみると、４段以下の小さめの見出しでは『沖縄タイムズ』は形態１

が40.9％、『琉球新報』は形態１が36.0％、次に形態３（発言の要約）が

33.3％となっており、発生した事象（事実）や発言の告知が多い。これに

対して５段以上の見出しでは、グラフから見て取れるように、形態４（記

者の評価・推測を含んだ見出し）が『沖縄タイムス」では62.5％、『琉球

新報』では505％と、見出しの過半数が、事象に対する評価を含んだもの
となっている。

５段以上の見出しで形態４の例として、海上基地候補地の事前調査が行

われた際の賛成派、反対派の対応を表した「自信と不信」（『沖縄タイム

ス』１２月６日朝刊）や、投票日前日の「`O重い選択,,刻々迫る」（『琉球

新報』１２月20日夕刊）、投票結果を受けての「政府の押し付けはね返す」

（『琉球新報』１２月22日朝刊）、「“国策返上，，の厳しい選択」（『沖縄

タイムス』１２月22日朝刊）などが挙げられる。

ある記事の見出しが大きい（扱いが大きい）ということはその事象への

ニュースバリュー評価が高いことの現れと考えられる。従って､今回のケー

スに限定されるが、ニュースバリュー評価が高いほど、見出しは事実関係

の告示よりもジャーナリスト（個人および組織）自らの問題意識・価値観

にもとづく評価を含んだ表現になる傾向があると言えよう。そもそも諸社

会事象そのものは客観的には等価であるにも関らず、ジャーナリストによ

り選択され、価値の重みづけをされ、紙上において読者に提示される。大

きく扱うということ自体、その事象を重視している価値づけの現れである

が、さらに、大きな見出しになるほど、その言説に自らの判断を内包さる

傾向が強いということは、ジャーナリズムの社会的機能や効果を考えるう

えで興味深い。

ｂ・アクター分析

両紙とも見出しのアクターで最も頻度が高いのは首相、閣僚、官僚など

の日本政府関係者である。（『沖縄タイムス』19.9％、『琉球新報』１８．６

％）

アクターが特定できない「非該当」「その他」を除くと続いて頻度が高
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図３アクター
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いのは、『琉球新報」では「反対派市民団体」（12.7％）、市長も含めた

「名護市関係者」（9.1％）、の順になっている。この傾向は『沖縄タイム

ス』も同様で、「反対派市民団体」（7.6％）、「名護市関係者」（7.6％）

が他のアクターより多い。

形態の分析と同様に、見出しの大きさ別にアクターの頻度を集計したの

が次の図である。

４段以下では両紙とも特に目立った傾向はないが、５段以上の大きな見

出しになるとそれぞれ異なった特質が見られる。

まず、『琉球新報』は賛成派・反対派の市民団体がセットがアクターと

なる見出しが19件と最も多いが、それ以外は、政府（13件）、名謹市（１１

件）、反対派市民団体（11件）がほぼ同じ割合でアクターとして登場して

いる。しかし、賛成派と反対派それぞれ団体が単独でアクターとなる頻度

をみると、反対派の11件に対して賛成派は１件しかない。この１件は比嘉

名護市長の辞任に伴う市長選に市助役の岸本氏を賛成派が擁立したという
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図４－１アクター（４段以下）
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記事である。('０）

次に『沖縄タイムス』の５段以上の見出しアクターでは、政府(17件）、

賛成派・反対派双方のセット（13件）、名護市（10件）となっている。し

かし、この５段以上の見出しで着目すべきはアクター「非該当」が多いと

いうことである（『沖縄タイムス』３５件、『琉球新報』２０件）。「非該当」

とは、見出しのアクター特定できないものや世論調査などの結果、状況に

対する言及などである。例えば、「地元・辺野古は静かな朝」（『琉球新

報』１２月11日夕刊）「新たな基地の選択」（『沖縄タイムス』１２月25日朝

刊）などである。アクター「非該当」は行為者が欠けている見出しである

から、その形態は「ある事象への評価を含んだ言及や予測」が多い。つま

り、先の見出し形態分析の結果と総合すると、５段以上の見出しには、行

為者が特定されない、送り手の評価を含んだ言説が多く見られるという特

徴があるといえる。

また、面におけるアクターの頻度を比較したのが次の図である。

図５－１アクター（総合面）
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名護市民投票にみる新聞の解釈枠組み（比嘉）

図５－２アクター（社会面）
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両紙とも朝刊および夕刊の総合面（および特集面）と社会面をそれぞれ

別に統合し、総合面、社会面とした。両紙とも総合面には政府関係者のア

クターが多いのに対し、社会面では賛否双方の市民グループや団体などい

わば「市民系のアクター」が多いことが分かる。これは明らかに社会面が

｢庶民的」な話題を意識して構成された面であるのに対して、「総合面」

はかって政治面だった名残であるかのように、総合といいつつ政治、しか

も政府要人の発言・行為が中心に構成されていることを示している。海上

基地という同一トピックに関してもこのように、新聞の送り手が作りだそ

うとしている面の特色がアクターを通して伺える。

②言説分析

では次に、見出しのディスコースを分析し、両紙の「海上基地・市民投

票」に対するフレーム（解釈枠組み）について検討したい。ここでは先に

形態分類された見出しのうち、「ある事象への評価や予測」を含んだ見出
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しを分析対象とし、細かな争点ごとに送り手がどのような評価を加えたか
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表１ｂ 市民に関するディスコース
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月日 刊 面 ＯＴ

971204 １ ２ 政府、住民投票に危機感

971211 １ ５ `1安保堅持''を前面に

971214 １ 2３ 責められ期待され

971217 ２ ４ 賛成派すら迷惑顔

971219 １ ２ 選択肢持てない政府

971225 １ １ 政府、地元対策を強化

月日 刊 面 ＲＳ

971207 １ ３ 市民投票に11危機感'，

971210 １ 2４ あの手この手の説得作戦

971222 １ ３ 橋本政権に大きな打撃

971222 １ ３ 移設への反発読めず

971225 １ ３ 市長に“政府の圧力，，

月日 刊 面 ＯＴ

971206 １ 3１ 歓迎と反発の声

971209 １ ２ 市民の関心も一段と``熱Ⅲ

971210 １ ７ 揺れる思いさまざま

971217 ２ ５ 再開発に思いさまざま

971219 １ 2９ 街の将来考え若者動く

971222 １ 2３ 驚き安どが交錯

971225 ２ ７ 戸惑い、怒り、称賛

月日 刊 面 ＲＳ

971210 １ 2５ ｢強気」「慎重」反応さまざま

971212 １ 3１ ｢賛」「否」に揺れる住民

971221 １ １ 海上基地に市民の審判

971224 １ 2３ 憤り、歓迎、反対…評価割れる

971225 ２ ３ 驚き、戸惑い、反発…



名護市民投票に
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【
こみる新聞の解釈枠組み（比嘉）

表 況に関するディスコース皀
口
一LＪ
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月日 刊 面 ＯＴ

971209 １ ３ ｢基地被害」「振興」が交錯
971209 ２ ５ 慌ただしさ増す名護

971211 ２ １ 新たな基地建設問う

971211 ２ ７ 思惑秘め歴史的選択
971212 １ １ 戸別訪問で集票に全力

971219 １ ６ 子々孫々の生活と「豊かさ」の中身選択
971219 ２ ９ 賛否、複雑に交錯

971220 １ 3１ 重い選択揺れる一票

971222 １ ３ 道義的問題残す

971222 １ 2２ 心に溝重い決断

971222 １ 2３ 過半数「ノー」貫く
971224 １ ３ 2015年限定に波紋
971225 １ ２ 新たな基地の選択
971225 １ 2２ 覆った反対意志

971227 １ １ 海上基地再び争点に

月日 刊 面 ＲＳ

971211 １ １ 新たな基地建設で全国初
971211 １ 2７ 告示前に熱気と緊迫感

971211 ２ ３ 地元・辺野古は静かな朝
971213 １ 3１ 運動は``潜行型”に

971216 １ 3１ 毎日が投票日・加熱する不在者投票
971220 １ ３ 女性パワー``全開,，

971220 １ 3０ 宣伝活動目まぐるしく

971220 １ 3１ カウントダウンに緊迫

971220 ２ １ "重い選択'，刻々迫る

971221 １ ４ 基地反対か振興策か

971221 １ 2４ 1票に将来かける

971222 １ 2２ 政府の押し付けはね返す

971225 １ １ 名護市割る戦い再び

971226 １ ３ 出直し市長選で決着へ

971226 １ ３ バトンは市から県へ

971226 １ 2４ "怒りの声'，続々と

971226 １ 2５ 県民を侮辱一怒り渦巻く
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表１．県・知事に関するディスコース

表１ｅ賛成・反対市民団体に関するディスコース

…戸
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月日 刊 面 ＯＴ

971211 １ ２ 賛否双方から「厳しい目」

971213 １ ３ あいまい表現でかわす．太田知事

971216 １ ３ 態度表明に慎重姿勢
971222 １ 2３ 表情は硬く確信ふれず

月日 刊 面 ＲＳ

971208 ２ １ 基地建設で現実的対応

月日 刊 面 ＯＴ

971206 １ 3１ 自信と不信

971211 ２ ５ 賛否両派一気に過熱

971218 １ １ 残り３日、両派に自信

971220 １ ３ 双方、強気の読み

971220 ２ １ ｢決断の日」前に緊張感

月日 刊 面 ＲＳ

971210 ２ ３ 過熱する賛否両派の運動

971221 １ 2５ 両派、勝利を確信

971227 １ 2１ 争点定まり奮い立つ両派２．８名護市長選



名護市民投票にみる新聞の解釈枠組み（比嘉）

表１ｆ対立（選挙フレーム）

ａ、政府に関する言説：

新聞が描く政府像は見出しからするとおよそ次のようなものだ。政府は

自ら提案した普天間基地の移設計画が名護市民の反対により頓挫するかも

しれないと「住民投票に危機感」を持っており、「あの手この手の説得作

戦」を展開するが、「賛成派すら迷惑顔」である。反対票が賛成票を上回っ

たことは「橋本政権に大きな打撃」となり、「移設への反発読め」なかっ

た政府は「地元対策を強化」し、「市長に“政府の圧力，'」をかけて基地

-161-

月日 刊 面 ＯＴ

971210 １ 2０ ヘリ基地の建設めぐり攻防
971210 １ 2１ 施設局員フル回転

971210 ２ ５ 両派のＰＲ合戦過熱

971211 １ ２ 前言翻す“猛運動'，

971211 １ 2１ し烈な集票活動展開
971212 ２ ９ 両派に「応援部隊」舌戦
971213 １ 3１ 新聞ラジオでも広報合戦
971214 １ 2４ 県内外から応援部隊

971218 ２ ７ 集票３日攻防で過熱
971220 ２ ４ 市街地で連呼合戦

971220 ２ ７ ビラ合戦エスカレート

971227 １ 2３ 第２ラウンドへ火花

月日 刊 面 ＲＳ

971211 ２ １ 賛成票獲得に全力

971211 ２ ３ 両陣営一気に緊迫

971212 １ １ 投票日にらみ集票に全力
971215 ２ ３ 最大動員も静かなⅡサンデー作戦”に
971218 １ １ 大詰め迎える集票合戦

971218 ２ １
｡。

３日攻防”に突入

971218 ２ ３ 本土各紙も``報道合戦'，
971219 １ ２ 動員合戦で応酬も
971219 ２ １ 浮動票獲得に躍起

971219 ２ ３ 終盤戦に波紋広げる

971220 ２ ３ 激しいつばぜり合い
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受け入れを認めさせた。

これは後述する両紙の社説の論調と軌を－にするもので、社説よりソフ

トながら政府批判のスタンスが伺える。

ｂ，市民に関する言説；

市民に関する言説を一言で表現するなら海上基地に対する半断の「揺れ」

であろう。「さまざま」な「思い」や反応が「交錯」し、賛否の複合状況

にあるという認識である。名護市長の基地受け入れ表明に対しては両紙と

も同じように「戸惑い、怒り、称賛」「憤り、歓迎、反対」という相反す

る市民感情を大見出しで扱っている。

ｃ・状況に関する言説：

状況に関する言説はもっとも送り手の認識が反映されるといえる。まず、

両紙に共通しているのは、市民投票を「基地反対」対「振興」の対立構図

で捉えている点である。先に見たように、この狭間で市民は「揺れ」、

｢重い選択」を強いられていると見られている。また、海上基地を普天間

からの移設というより「新たな基地建設」とみなしている。不在者投票が

有権者の約２割を占め、企業動員や供託の疑惑があったことに対しては

｢道義的問題残す」との直接的な表現や「毎日が投票日」といった皮肉を

込めた表現で批判している。投票結果については『沖縄タイムス』が『過

半数「ノー」貫く』と、１０段見出しで報じている。反対票が過半数を超え

たという事実を伝えるのに、「貫く」という表現を用いたのは、政府によ

る振興策の提示や戸別訪問などの説得活動があったにも関わらず当初の反

対意志を貫いた、というニュアンスが含まれている。同様に『琉球新報』

も「政府の押し付けはね返す」と９段見出しで評しているが、「押し付け」

と政府の行為をあからさまに批判的に表現している。

比嘉市長の受け入れ発言には『沖縄タイムス』は反対の意思が｢覆った」

と評し、『琉球新報』は「怒り」という言葉で批判的見出しを掲載してい

る。

ｄ、県知事に関するディスコース

海上基地問題を一義的には名護市と国の問題としてきた大田県知事に対
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名護市民投票にみる新聞の解釈枠組み（比嘉）

し、『沖縄タイムス」は、知事は「厳しい目」で見られており、議会にお

ける表現は「あいまい」とネガティブな表現をしている。『琉球新報』は

｢現実的対応」という言葉で、知事が基地建設を容認する意向を「示唆」

したと報じた。この報道に対して県は翌日抗議文を出している。

ｅ，賛成派・反対派に関する言説

両派に共通する言説は、運動が「過熱」ぎみで、自らの「勝利を確信」

し「強気」で「自信」をもっているということである。見出しの扱いから

いえば、基本的には両紙とも両派を平等に扱っていたといえよう。投票日

までは賛否それぞれの発言が並んで掲載されることが多かった。しかし、

先のアクター分析で述べたように、数のうえからは反対派が単独でアクター

主見出しになる記事が反対派のそれを上回っている。両派に関する言説は

次に述べる「選挙フレーム」と関連するのだが、対立と勝ち負けに焦点が

当てられている。

ｆ選挙フレーム

両紙とも市民投票の報道に際して用いられたのは既存の選挙フレームで

ある。既存の選挙フレームは戦争メタファーを用いて表現されるが今回も

｢攻防」「合戦」「部隊」「陣営」「終盤戦」「つばぜりあい」といった

用語が多用されている。また、「サンデー作戦」や「ローラー作戦」といっ

た選挙でよく用いられる表現も使われている。

住民投票はある争点について賛否を問うものだが、選挙フレームを無批

判に応用することによって、主張を持った「陣営」同士の対立といった図

式に限定されてしまう恐れはないだろうか。選挙ならば、争点について見

解を表明し、ある「陣営」に属している候補者を選択するが、住民投票は

人格をもたない政策を選択する。本来、人を選ぶ選挙より、争点は限定さ

れ、意志決定に際して「争点」はより直接的要因となる。それゆえ、はじ

めに述べたように投票の主題争点に関連し、主題争点への態度決定に不可

欠な構造的争点に関する知識が有権者には求められる上、マスメディアは

その構造的諸争点のいずれかにスポットをあてることにより、社会環境認

知に影響を及ぼすと考えられる。
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ところが、選挙フレームを用いて、いわゆる「客観報道」を行うと、争

点に対して立場を表明している団体のうち、組織規模が比較的大きく、し

たがって影響力も大きいとみなされる団体が、ある立場の代表とみなされ、

彼らの主張が主題争点の解釈枠組みを構築してしまう恐れがあるのではな

いだろうか。

選挙の場合は争点への候補者の応対が有権者の主な意志決定要因となる

(その他に候補者の人格や地縁、血縁、職業上の関係等さまざまな要因が

あるにせよ）ので、候補者が特定の争点に焦点をあてて発言することが、

有権者の候補者理解へつながる。しかし、住民投票の争点理解において、

ある複数の団体（人物）の発言が「客観的に」報道されることにより特定

の争点がクローズアップされ、有権者の解釈枠組みが設定されてしまうと、

有権者の争点に関する理解は、それら団体によって規定されてしまいかね

ない。このことは実は団体に限らず、政府にも当てはまるのである。ス

トレートニュースとは別に、解説記事や社説で多様な争点を提示している

との解釈も成り立つが、解説はともあれ、社説はその名の示すとおり、新

聞社の見解であり、主張であるから、社会事象の伝達が読者の環境認知に

影響を与えるという本稿の基本的前提からすると、また別の問題設定が必

要となるため、ここでは考察しない。しかし、ニュースは「事実」を伝え

るという一般の信頼と社説はあまり読まれないという現状からしてもスト

レートニュースが争点を形成する影響力の方が大きいように思われる。

今回の場合は、「基地反対か開発か」という対立図式が作られてしまっ
た。

③社説の言説

本稿は社説の機能・影響について論じることを目的としていないが、記

事の見出しにみられる言説と比較するためにいくつかの対象について社説

の論ずるところを概観してみたい。各社説の主題については表を参照。
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表２ 琉球新報社説

日
日
日
日
日
日
曰

１
４
６
１
２
５
６

１
１
１
２
２
２
２

月
月

月

舌
咀
旭
囮
咀
旭
⑫
２
２
２
２

１
１
１

表２－２沖縄タイムス社説

曰
日

日
曰

１
４

７
０
１
２
２

月

呂
皿
２
２
２
２
２
２
２

１
１
１
１
１

ａ・政府に関する言説

日本政府に対しては両紙ともかなり厳しい調子で批判をしており、「押

し付け」「介入」「公平さを欠く」との表現が見出しと共通する認識を示

している。

「政府はＳＡＣＯ合意に対する県民の“公式評価”にもなる名謹市民投
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日付 タイトル

12月１日 海上基地、公平さ欠く国

12月３日 進まぬＳＡＣＯ合意／県内移設は問題を複雑化

12月７日 志が低い政治、行政／海上基地と北部振興

12月11日 どう動く市民の意志

12月14日 橋本は佐藤にはなれない

12月16日 若者たちに明日を保証／問われる「１０．２１」の原点確認

12月21日 子孫に誇れる－票を／試される市民の自治意識

12月22日 国は市民の意志尊重を／海兵隊撤去視野に対米交渉

12月25日 無視された市民の意志／市長の海上基地受け入れ

12月26日 知事は拙速判断避けよ／名護市民の再度の審判必要

日付 タイトル

12月１日 基地のどこが変わったか

12月４日 本性むき出した協力要請

12月８日 ｢１２．８」を思い起こそう

12月17日 結果に責任持てる選択を

12月20日 市長は市民に呼び掛けを

12月21日 沖縄の良心で決断しよう

12月26日 市民投票とは何だったか

12月31日 暗いイメージのこの一年
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票の行方には危機感をもっているようだ。」（『沖縄タイムス』１２．１）

基地の整理縮小が進まないのは「日本政府が、主権国家としての主体性

を発揮できず、米国の軍事戦略をそのまま容認しているからにほかならな

い」（『沖縄タイムス』１２．８）

「とりわけ、政府が経済振興と海上ヘリ基地建設容認をあからさまにリ

ンクさせ、利益誘導まがいの言動を繰り返しているのは、著しく公正、公

明さに欠けるといわざるを得まい」（『沖縄タイムス』12.20）

「仮に沖縄が平和と住民福祉を基調とした開発をしようと思っても、国

は防衛との関係を第一義とした開発を強行してくるだろう。基地と振興策

をリンクさせたなりふり構わぬ攻勢と（中略）民主主義の根幹を揺るがす

露骨な介入の意図が、そのことを裏付けているように思えてならない。」

（『沖縄タイムス』12.21）

比嘉市長が受け入れを表明したことに対し『防衛庁幹部は「これで建設

に弾みがつく」と喜んだそうだが、権力と金力で強引に建設を進めようと

した政府の本音が丸見えといった感じだ。』（『沖縄タイムス』12.26）

『このところの政府の対応は、公平さを欠いているのではないか。（中

略）政府の各省庁、与党挙げて「地域振興策」で名護市へ揺さ振りをかけ

ている。」（『琉球新報』12.1）

「政府は冷静さを失い、名護市の市民投票で賛成票漣得のため、民主主

義国家としての公正さを疑わせるような手法まで使っている。」（『琉球

新報」１２．７）

「沖縄県内に基地を押し付け、その枠内での決着を図る政府の姿勢は変

わっていない」（『琉球新報』12.21）

「遺憾なことに肝心の中央の政治と行政のやっていることは、憲法に忠

実でないばかりか、民主主義国家とは思えない。」（『琉球新報』１２２５）

ｂ・市民投票に関する言説

基地と振興策はリンクすべきでないと主張しているにも関わらず、「基

地建設拒否」対「経済振興策」の構図を描いてしまっている。現実の状況

を追認する形となってしまったわけだが、それがまた政府批判を強くした
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ともいえよう。

「しかし、市民に迫られているのは、新たな基地建設を伴う県内移設を

拒否するか、政府の経済振興策に期待してこれを容認するかの判断である｡」
（『沖縄タイムス』12.20）

「再び海を犠牲にした振興策の道を選ぶのか、それとも基地を否定し豊

かな海を守るのかを決める投票」（『沖縄タイムス』12.21）

「われわれは、新たな基地建設と振興策はリンクすべき性質のものでは

ないと考えている。」（『沖縄タイムス』12.26）

「いかなる振興策も一昨年九月の事件のような基地被害の代償となりう

るものではない。北部の振興策と基地問題は切り離して考えるべきである．」
（『琉球新報』１２．３）

「大田知事は、昨今の混乱の原因が自らの優柔不断の姿勢にあることを

認識すべきだ」（『沖縄タイムス』12.26）

基地：「県民の多くは、基地のない平和こそ国策となると思っているは

ずだ」（『沖縄タイムス』１２．１）

「米軍基地は、県内ではなく県外移設を考える時だ。」（「沖縄タイム
ズ』12.26）

ｃ・米軍基地に関する言説

両紙とも普天間基地の県内移設には反対の態度を明確に表している。

「基地をなくす代わりに新たな基地を建設するのでは、沖縄の基地問題

の本質的な改善にはならない。」（『琉球新報」１２．３）

「海兵隊の沖縄以外への撤退を含め米軍駐留の見直しを日米政府間交渉

の議題に上げるように沖縄側から政府に要求していかなければならない。」

（『琉球新報』12.22）

「県内移設という条件付きでは、移設可能な海上基地も合意の域を出る

ことなく封じ込められてしまうのだ」（『沖縄タイムス』１２．４）

ストレートニュースの見出しは、新聞社の意見を直接反映したものでは

ない。しかし、人物・団体の扱い（見出しの大きさ）や、見出しの微妙な
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表現に、社の態度が反映されていることがこれら社説から伺えるのではな

いだろうか。しかし、最も問題としたいのは、「基地反対」対「振興」と

いうフレームが形成されてしまい、海上基地に関する他の構造的争点が十

分に提示されなかったことである。たとえば安全保障をどう考えるのか、

この機会に充分論議されたようには見えないし、新聞もそれを争点として

提起しなかった。「基地反対か振興か」の図式は政府によって意図的に描

かれ、結果として新聞はそれを広め、定着させてしまったというのは酷な

見方であろうか。

新聞の言論性とは「社説」欄にしか存在しないものなのか。客観報道の

是非は別にして、ジャーナリズムの規範・機能について改めて考えさせら

れる事例である。

おわりに

本稿の分析対象期間後の98年２月に、名護市長選挙が行われた。

市民投票の結果を覆し、基地受け入れを表明して辞任した比嘉名護市長

の後任を選出するだけに、海上基地が最大の争点であるとされていたが、

賛成派の推す岸本候補が当選し、市民投票とは異なる結果となった。これ

を市民のバランス感覚やねじれ現象と論ずる向きもあるが、議題設定の視

点からすると、投票日２日前に大田知事が初めて海上基地建設反対を表明

したことが「海上基地議題」を市長選の争点から外す結果となったのでは

ないかと考えられる。つまり、ある有権者にとって、海上基地問題は（知

事の反対によって）解決済み、もしくは自らに問われる課題ではなくなっ

たのではなかろうか。これは、今後検討を要する課題といえよう。

本稿では、名護市民投票の報道に関して、量的側面と質的側面から内容

分析を行った。送り手が自ら抱き、かつ、読者に対しても状況認知に影響

を与える恐れのある「解釈枠組み」を析出するのが目的であったので、そ

れが可能と思われる分析方法を試みた。本稿は未だ試論にすぎないが、マ

ス・メディアにおける解釈枠組みの設定がその過程も含めて明らかになれ

ば人々のメディア・リテラシーを高める上でもきわめて有効であろう。当
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初の目的が達成されたとは思えないが、今後の発展性が期待できる知見が

多少は得られたかもしれないと考えている。しかし、受け手の認知、送り

手のencoding過程の分析を始め、言語学・統計学．心理学を援用した精

織化など課題の方が多いのは言うまでもない。

注釈

(1)McCOMBS，ＭａｘｗｅｌｌＥａｎｄＳｈｏｗＤｏｎａｌｄＬ､1972．Theagenda‐

settingfunctionofmassmedia・Pu6McOpi"jo兄Ｑｕα｢terly

(2)ｖａｎＤｊｋ,TeunA1983Discoursenanalysis：Itsdevelopmentand

applicationtothestructureofnews、JournalofCommunication

spring・

斎藤正美「クリティカル・ディスコース・アナリシス」『マス・コミュニ

ケーション研究No.52』、マス・コミュニケーション学会、１９９８

(3)条例に基づく正式名称は「名護市における米軍のヘリポート基地建設

の是非を問う市民投票」1997年12月21日実施

(4)培養分析、精度分析とともにGerbnerの文化指標研究を構成する。

児島和人の解説によると、Gerbnerの理解は、マス・メディアによっ

て生産されたメッセージは単に「客観的現実」を反映しているのでは

なく、それは社会で何が存在し、重要であり、正しく、どんな関係が

あるかが、独自の視点から構造化されているというものである。田崎

篤郎・児島和人編、1992,「マスコミュニケーション効果研究の展開」

98-99

(5)５.デーピッドＨ､ウィーバー他編、１９８８「マスコミが世論を決める」

けい草書房

(6)「構造的争点」という考え方は、従来の争点型議題設定に対する「属

性型議題設定」と共通する点があるが、住民投票における意志決定要

因として不可欠な争点ということを強調する意味で「構造的争点」と

した。

参考：竹下俊郎「ジャーナリズムの現実定義機能」天野勝文他編『岐
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(7)discourseとすべきだが、本稿ではカルチュラル・スタディズの立場

との混同を避けるために「言説」とした。単なる文ではなく、記事と

いう形で読者に提示されたまとまりのある一つの意味の単位と考える。

デービッドＨ､ウィーパー他編「マスコミが世論を決める」ｐ、５

カラン他、1995、「マスメディアと社会」けい草書房、ｐ、４

(8)デービッドＨ､ウイーパー他

(9)カラン他、1995、「マスメラ

(10）１２月31日『琉球新報」朝刊
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